
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リーフレット 

（安全衛生関係） 
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働く人の安全と健康の確保                      安全課 健康課 

１ 長時間労働の抑制を重点

とし、過労死等防止対策に

取り組みます。 

２ 令和６年４月１日から時

間外労働の上限規制が全面

的に適用された業種を中心

に、労働時間に関する法

令・制度の周知を図りま

す。 

３ 中小企業、小規模事業者

が基本的な労働条件の枠組

みを確立できるよう支援を

行い、法定労働条件の履行

確保を図ります。 

４ 労働基準監督機関として

の権限を適正かつ斉一的に

行使します。 

                   申告・相談件数の推移      

 

（令和７年度労働基準部行政運営方針ＰＲ版） 
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内容の詳細等については、北海道労働局労働基準部 011－709－2311 の各担当課・室（監督・安全・健康課、賃金室、労災

補償課）又は各労働基準監督署までお問合せ下さい。 

北海道労働局 HP (https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/home.html/) 

 

全産業における死傷者数の推移 

働き方改革における長時間労働の抑制、法定労働条件の確保・改善        監督課 

１ 第 14 次労働災害防止計画（2023

年度～2027 年度）に基づき、労働

災害の大幅な減少に取り組みます。 

本年度の取組は次のとおりです。 

①死亡者数を47人以下とさせます。 

②休業４日以上の死傷者数を、令和

４年と比較して減少に転じさせま

す。 

２ 「自発的に安全衛生対策に取り組

むための意識啓発」、「労働者の作

業行動に起因する労働災害防止対策

の推進」、「高年齢労働者の労働災

害防止対策」を重点事項に掲げ、そ

の増加に歯止めをかけます。 

 

安心して働ける職場環境づくり 

（件） 

（人） （人） 
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■ 賃上げが可能な環境整備に資するよ

う、中小企業・小規模事業者に以下の支

援を行います。 

 １ 賃金引き上げ特設ページ 

 ２ 業務改善助成金 

 ３ 北海道働き方改革推進支援センター   

 

        

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
対象事 

業場数 

取組のある 

事業場数 

取組の 

割合 

特定 6業種 

(30 人以上) 
5,201 3,965 76.2% 

特定 6業種 

(30～49 人) 
3,361 2,328 69.3% 

全産業 

（30 名以上) 
13,781 11,318 82.1% 

最低賃金の周知・徹底及び履

行の確保を効果的に推進しま

す。 

最 低 賃 金 の 件 名 

時間額
（円） 

効力発生日 

北 海 道 最 低 賃 金 1,010 令和 6 年 10 月 1 日 

処理牛乳・乳飲料、乳製品、 

砂糖・でんぷん糖類製造業 
1,048 令和 6 年 12 月 1 日 

鉄 鋼 業 1,100 令和 6 年 12 月 1 日 

電子部品・デバイス・電子回路､ 

電 気 機 械 器 具 、 

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 
1,049 令和 6 年 12 月 1 日 

船 舶 製 造 ･ 修 理 業 、 

船 体 ブ ロ ッ ク 製 造 業 
1,040 令和 6 年 12 月 1 日 

最低賃金・賃金の引上げに向けた支援の推進等                賃金室 

労災補償対策の推進                          労災補償課 

 

 労働災害による負傷及び脳・心臓疾患、精神障害、石綿関連疾患などの業務上疾病について、認定基準を

的確に運用し、労災請求の迅速かつ公正な決定を行うとともに、相談者等に対しては懇切・丁寧な対応に努

めます。  

  また、 
  （人）    労災給付新規受給者数の推移     

（件) 脳・心臓疾患、精神障害及び石綿関連疾患に係る労災補償状況 

業務改善助成金 働き方改革推進 
支援センターのご案内 

賃金引き上げ 
特設ページ 

メンタルヘルス取組状況（令和７年２月末現在） 
３ 各事業場において、メンタルヘルス不調 

 の予防など、メンタルヘルス対策の取組が実

施されるよう、特定６業種（卸売業、小売

業、金融業、接客娯楽業、教育・研究業、清

掃業）を中心に取組を推進します。 

４ 化学物質、石綿、粉じんなどによる健康障

害の防止に取り組みます。 

５ 「STOP！熱中症 クールワークキャンペー

ン」等を通じて、暑さ指数（WBGT）の把握・

活用などによる熱中症対策の取組が促進され

るよう周知・指導を実施します。 
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計画期間
2023(R5)年度から2027(R9)年度までの５か年間

計画の目標 2027(R9)年の死亡災害及び死傷災害を

次のとおりとする

〇死亡災害 2022(R4)年と比較して10％以上減少

〇死傷災害 2022(R4)年と比較して減少に転じさせる

北海道労働局 死傷災害の推移（H15～R4）

計画の重点事項
重点事項（８項目）の取組の成果としてアウトプット指標を定め

るほか、アウトプット指標を達成した結果として期待される事項を
アウトカム指標として定め、毎年これらの指標を用いて計画の実施
状況の確認及び評価を行い、必要に応じて計画を見直します。
（リーフレットに記載したアウトプット指標は全て2027年までの
取組みとなります。）

１自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

〇安全衛生の取組を見える化する仕組みを活用し、主体的に安全衛生対策に取り組む
〇安全衛生対策におけるDXの推進（AIやウェアラブル端末等の技術を活用した安全衛生活動の推進、
危険有害な作業の遠隔管理、遠隔操作、無人化等による作業の安全化）

２重点業種における労働災害防止対策の推進（建設業、小売業・社会福祉施設）

〇建設業 高所からの墜落・転落防止措置を確実に実施するとともに、墜落・転落災害の防止に関する
リスクアセスメントを実施する

〇小売業・社会福祉施設 非正規雇用労働者も含めた全ての労働者への雇入時等における安全衛生教育の
実施を徹底する。介護・看護作業において、「ノーリフトケア」の導入を進める

（重点事項ごとの具体的取組は指標に関連した事項の抜粋です。詳しくは北海道労働局第14次労働災害防止計画をご確認ください。）

アウトプット指標

アウトカム指標

〇「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を

〇墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む事業場を85％
（総合建設業は90％）以上とする

〇正社員以外への安全衛生教育の実施率を80％以上とする
〇ノーリフトケアを導入している事業場の割合を2023年と比較して増加させる

〇転倒による平均休業見込日数を40日以下とする

〇建設業の死亡者数を2022年と比較して20％以上減少させる
〇社会福祉施設の腰痛の死傷年千人率を2022年と比較して減少させる

第 1 4 次

労働災害

防止計画
厚生労働省 北海道労働局

誰 も が 安 全 で 健 康 に 働 く た め に

第14次防詳細はこちら→

計画のねらい
北海道の労働現場における安全衛生の水準は

大幅に改善し、死亡災害は減少しているものの、
休業４日以上の死傷災害は、ここ数年増加傾向
にあります。

誰もが安全で健康に働くためには、労働者の
安全衛生対策の責務を負う事業者や注文者のほ
か、労働者等の関係者が、安全衛生対策につい
て自身の責任を認識し、真摯に取り組むことが
重要です。また、消費者・サービス利用者にお
いても安全衛生対策費への理解が求められます。
安全衛生に取り組む事業者が社会的に評価さ

れる環境を醸成し、安全と健
康の確保の更なる促進を図り
ます。

16,472
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３高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

〇「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」に基づき、就労状況等を踏まえた安全衛生管理体制
の確立、職場環境の改善等に取り組む

４多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

〇外国人労働者に対し、安全衛生教育マニュアルを活用する等による安全衛生教育の実施や健康管理に取り組む

５労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

〇転倒災害対策にハード・ソフト両面から対策に取り組む

６その他の労働災害防止対策の推進（陸上貨物運送事業、製造業、林業）

〇陸上貨物運送業 「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を実施する
〇製造業 機械による「はさまれ巻き込まれ」防止対策に取り組む
〇林業 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく措置を実施する

７労働者の健康確保対策の推進

８化学物質等による健康障害防止対策の推進

〇ストレスチェックの実施のみにとどまらず、ストレスチェック結果をもとに集団分析を行い、その集団分析
を活用した職場環境の改善まで行うことで、メンタルヘルス不調の予防を強化する

〇ＳＤＳ等に基づくリスクアセスメント等の実施及びその結果に基づく自律的なばく露低減措置を実施する
〇石綿の事前調査を確実に実施し、事前調査結果に基づく適切な石綿ばく露防止対策を実施する
〇熱中症予防のため、暑さ指数の把握とその値に応じた措置を適切に実施する

アウトプット指標

アウトカム指標 60歳代以上の死傷年千人率を男女ともに2027年までにその増加に歯止めをかける

高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドラインに基づく高年齢労働者の安全衛
生確保の取組みを実施する割合を50％以上とする

アウトプット指標

アウトカム指標 外国人労働者の死傷年千人率を2027年までに労働者全体の平均以下とする

母国語や視聴覚教材を用いて外国人労働者向けの災害防止の教育を実施している
事業場を50％以上とする

アウトプット指標 転倒防止対策（ハード・ソフト両面からの対策）に取り組む事業場を50％以上とする

アウトカム指標
〇転倒の年齢層別死傷年千人率を男女とも増加に歯止めをかける
〇転倒による平均休業見込日数を40日以下とする

アウトプット指標

アウトカム指標

〇メンタルヘルス対策に取り組む事業者の割合を80％以上とする
〇50人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を50％以上とする
〇必要な産業保健サービスを提供している事業場の割合を80％以上とする

仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労働者の
割合を50％未満とする

アウトプット指標

アウトカム指標

〇ラベル表示、ＳＤＳの交付を行っている事業場の割合を80％以上とする
〇リスクアセスメントを行っている事業場の割合を80％以上とするとともに、
その結果に基づいて必要な措置を実施している事業場の割合を80％以上とする

〇熱中症災害防止のために暑さ指数を把握し活用している事業場の割合を増加させる

〇化学物質の性状に関連の強い死傷災害（有害物等との接触、爆発、火災によるも
の）の件数を第13次労働災害防止計画期間と比較して５％以上減少させる

〇熱中症による死亡者数を第13次労働災害防止計画期間と比較して減少させる

アウトプット指標

アウトカム指標

〇「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を
実施する事業場（荷主となる事業所を含む。）の割合を45％以上とする

〇機械による「はさまれ・巻き込まれ」防止対策に取り組む事業場を60％以上とする
〇「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく措置を
実施する事業場を50％以上とする

〇陸上貨物運送事業の死傷者数を2022年と比較して5％以上減少させる
〇製造業における機械による「はさまれ・巻き込まれ」の死傷者数を2022年と比較
して５％以上減少させる

〇林業の死傷者数を2022年と比較して5％以上減少させる

（R5.4） 5
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全　産　業

建　設　業

（単位:人）

厚生労働省・都道府県労働局

労働基準監督署

建設業における死亡者数の推移 業種別死亡災害発生状況（平成19年）

厚生労働省では、建設現場の安全管理水準の向上を促進し、建設業
における労働災害の防止を図るため、建設現場等において元方事業者
が実施することが望ましい安全管理の具体的手法を示した「元方事業者
による建設現場安全管理指針」を示しています。

元方事業者による建設現場元方事業者による建設現場
安全管理指針のポイント安全管理指針のポイント

建設業 461 人 34.0%

製造業 264 人 19.5%

その他 335 人 24.7%

鉱業 13 人 1.0%
港湾荷役業 9 人 0.7%

交通運輸業 29 人 2.1%

林業 50 人 3.7%

陸上貨物運送業

196人 14.4%

死亡者数
1,357人
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建設現場における安全管理

建設現場においては、次のような安全管理を行う必要があります。

元方事業者は、建設現場における安全衛生管理の基本方針、安全衛生の目標、労働災害防止対

策の重点事項等を内容とする安全衛生管理計画を作成すること。

２２ 過度の重層請負の改善

３３ 請負契約における労働災害防止対策の実施者及び

その経費の負担者の明確化等

元方事業者は、請負契約において労働災害防止対策の実施者及びそれに要する経費の負担者を

明確にするとともに、労働災害の防止に要する経費のうち請負人が負担する経費については、請負契

約書に添付する請負代金内訳書等に当該経費を明示すること。

明示する労働災害防止対策の例

① 労働者の墜落防止のための防網の設置 ② 物体の飛来・落下防止のための防網の設置

③ 安全帯の取付け設備の設置 ④ 車両系建設機械の誘導員の配置

⑤ 作業場所の巡視 ⑥ 安全大会等への参加 ⑦ 講習会等への参加

１１ 安全衛生管理計画の作成

元方事業者は、労働災害防止上問題を生じやすい過度の重層請負の改善を図るため、次の事項を

遵守すること。

① 労働災害を防止するための事業者責任を遂行することの出来ない単純労働の労務提供のみ

を行う事業者等にその仕事の一部を請け負わせないこと。

② 仕事の全部を一括して請け負わせないこと。

7



４４ 元方事業者による関係請負人及びその労働者の把握等

元方事業者は、関係請負人に対する安全衛生指導を適切に行うため、次の事項等を関係請負人に

通知させること等により把握しておくこと。

① 関係請負人の名称、請負内容、安全衛生責任者の氏名、安全衛生推進者の選任の有無及

びその氏名

② 関係請負人の雇用する労働者の安全衛生に係る免許・資格の取得及び特別教育、職長教

育の受講の有無等

③ 関係請負人の 安全衛生責任者又はこれに準ずる者の駐在状況

④ 関係請負人が建設現場に持ち込む機械設備

５５ 作業手順書の作成

元方事業者は、関係請負人に対し、労働災害防止に配慮した作業手順順書を作成するよう指

導すること。

６６ 協議組織の設置・運営

元方事業者が設置・運営する労働災害防止協

議会等の協議組織については、次によりその活

性化を図ること。

（１）会議の開催頻度

毎月1回以上開催すること。

（２）協議組織の構成

協議組織については、次の者を構成員とするこ

と。

① 統括安全衛生責任者、元方安全衛生責任

者又はこれらに準ずる者等

② 元方事業者の店社の店社安全衛生責任者

又は工事施工・安全管理の責任者

③ 関係請負人の安全衛生責任者等

④ 関係請負人の店社の工事施工・安全管理

の責任者等
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(3)  協議事項

工程に応じ、次の事項等を議題として取り上げること。

① 建設現場の安全衛生管理の基本方針、目標、その他基本的な

労働災害防止対策を定めた計画

② 月間又は週間の工程計画

③ 労働者の危険及び健康障害を防止するための基本対策

④ 安全衛生に関する規程

⑤ 安全衛生教育の実施計画

⑥ 労働災害の原因及び再発防止対策

(4)  協議組織の規約

協議組織の構成員、協議事項、協議組織の会議の開催頻度等を定めた協議組織の規約を作成す

ること。

(5)  協議組織の会議の議事の記録

協議組織の会議の議事で重要なものに係る記録を作成するとともに、これを関係請負人に配布する

こと。

(6)  協議結果の周知

協議組織の会議の結果で重要なものについては、朝礼等を通じてすべての現場労働者に周知する

こと。

７７ 作業間の連絡及び調整

元方事業者は、混在作業による労働災害を防止するため、混在作業を開始する前及び日々の安全

施工サイクル活動時に次の事項について、混在作業に関連するすべての関係請負人の安全衛生責

任者又はこれに準ずる者と十分連絡及び調整を実施すること。

８８ 作業場所の巡視

元方事業者は、統括安全衛生責任者及び元方安全衛生管理者又はこれらに準ずる者に、毎作業日

に1回以上作業場所の巡視を実施させること。
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９９ 新規入場者教育

元方事業者は、関係請負人に対し、その労働者のうち、新たに作業を行うこととなった者に対する新

規入場者教育の適切な実施に必要な場所、資料の提供等の援助を行うとともに、当該教育の実施状

況について報告され、これを把握しておくこと。

１０１０ 新たに作業を行う関係請負人に対する措置

元方事業者は、新たに作業を行うこととなった関係請負人に対し、協議組織の会議内容及び作業間

の連絡調整の結果を周知すること。

１１１１ 作業開始前の安全衛生打合せ

元方事業者は、関係請負人に対し、毎日、その労働者を集め、作業開始前の安全衛生打合せを実

施するよう指導すること。

新規入場者教育の内容

① 労働者が混在して作業を行う場所の状況

② 労働者に危険を生ずる箇所の状況

③ 混在作業場所において行われる作業相互の関係

④ 退避の方法

⑤ 指揮命令系統

⑥ 担当する作業内容と労働災害防止対策

⑦ 安全衛生に関する規定

⑧ 建設現場の安全衛生管理計画の内容

安全衛生打合せの内容

① 当日の作業内容、作業手順、労働災害防止上の留意事項等の指示

② 作業間の連絡調整の結果の周知

③ 関係労働者の労働災害防止に対する意見等の把握

④ 危険予知活動等の安全活動
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１２１２ 安全施工サイクル活動の実施

元方事業者は、施工と安全管理が一体となった安全施工サイクル活動を展開すること。

１３１３ 職長会(リーダー会)の設置

元方事業者は、関係請負人に対し、職長及び労働者の安全衛生意識の高揚、職長間の連絡の緊密
化、労働者からの安全衛生情報の掌握等を図るため、職長会(リーダー会)を設置するよう指導するこ
と。

「建設業における総合的労働災害防止対策」（平成19年3月22日基発第0322002号）では、元方事業者の「工事現場」での
実施事項を次のとおり定めています。

１ 労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針に基づく現場における安全衛生方針の表明
２ 過重の重層請負の改善、請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の明確化
３ 店社及び関係請負人との連携による危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置の実施事項の決定
４ 危険性又は有害性等の調査等に基づく工事安全衛生目標の設定及び工事安全衛生計画の作成
５ 協議組織の設置・運営等元方事業者による建設現場安全管理指針に基づく統括管理の実施
６ マネジメント指針に基づく工事安全衛生計画の実施、評価及び改善
７ 工事用機械設備の点検等による安全性の確保
８ 安全な施工方法の採用
９ 関係請負人の法令違反を防止するための指導及び指示
10 土砂崩壊等のおそれがある作業場所についての安全確保のための関係請負人に対する指導
11 移動式クレーン等を用いての作業に係る仕事の一部を請負人に請け負わせて共同して当該作業を行う場合における

作業内容等についての連絡調整の実施
12 関係請負人が現場に持ち込む機械設備の安全化への指導及び有資格者の把握
13 関係請負人が行う新規入場者教育に対する資料、場所の提供等
14 関係請負人に対し健康管理手帳制度の周知、その他有害業務に係る健康管理措置の周知等
15 現場作業者に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施 11



支店等の店社における安全管理

２２ 重層請負の改善のための社内基準の設定等

１１ 安全衛生管理計画の作成

元方事業者は、店社の年間の安全衛生の基本方針、安全衛生の目標、労働災害防止対策の重点

事項等を内容とする安全衛生管理計画を作成すること。

元方事業者は、建設現場が過度の重層請負とならないよう、重層の程度についての制限を社内基準

として設ける等により、重層請負の抑制を図ること。

３３ 共同企業体の構成事業者による
安全管理の基本事項についての協議

元方事業者は、共同企業体で施工する場合には、構成事業者が安全管理について十分な連携を図

れるよう、共同企業体のすべての構成事業者の店社からなる委員会を設置する等により、安全衛生管

理体制、安全管理のための予算、安全管理のための規程、安全衛生管理計画等について協議するこ

と。

４４ 統括安全衛生責任者及び元方安全衛生管理者の選任

(1)  統括安全衛生責任者

元方事業者は、ずい道等の建設の仕事等一定の仕事を行う場合で、統括安全衛生責任者の選任を

要するときには、その事業場に専属の者とするとともに、統括安全衛生管理に関する教育を実施し、こ

の教育を受けた者のうちから選任すること。

(2)  元方安全衛生管理者

元方事業者は、元方安全衛生管理者については、混在作業現場における労働災害の防止のための

技術等に関する教育を実施し、この教育を受けた者で、かつ、同種の仕事について安全衛生の実務に

従事した経験がある者のうちから選任すること。

支店等の店社においては、次のような安全管理を行う必要があります。

５５ 施工計画の事前審査体制の確立

元方事業者は、仕事の工程、機械設備等についての安全衛生面からの事前の検討を十分行うため

の店社内の事前評価体制を確立すること。また、当該仕事の計画作成に参加する有資格者の資質の

向上を図るため、必要な教育等を徹底すること。 12



６６ 安全衛生パトロールの実施

元方事業者は、労働災害を防止する上で必要

な時期に、店社安全衛生管理者又は当該店社の

工事施工・安全管理の責任者等に当該仕事に係

る作業場所の巡視を行わせること。

元方事業者は、労働災害が発生した場合には、

店社安全衛生管理者又は当該店社の工事施工・

安全管理の責任者及び現場の責任者により、当該

労働災害に係る関係請負人と連携して災害調査を

行い、その原因を究明するとともに、再発防止対策

を樹立すること。

７７ 労働災害の原因の調査及び再発防止対策の樹立

元方事業者は、優良な関係請負人に選定及び育成を図るため、関係請負人の安全管理状況等につ

いて評価を行うこと。

（評価事項の例）

①協議組織への参加状況 ②新規入場者教育の実施状況 ③安全衛生責任者の現場への駐在状況

④店社による作業場所の巡視状況 ⑤保護具の使用状況 ⑥安全衛生推進者等の選任状況 など

８８ 元方事業者による関係請負人の安全衛生管理状況等の評価

「建設業における総合的労働災害防止対策」（平成19年3月22日基発第0322002号）では、元方事業者の「店社」での実施

事項を次のとおり定めています。

１ マネジメント指針に基づく店社全体の安全衛生方針の表明、安全衛生目標の設定、安全衛生計画の策定

２ 統括安全衛生責任者、元方安全衛生管理者等の選任等工事現場の安全衛生管理組織の整備の促進

３ 施工計画時の事前審査体制の確立

４ 工事現場の危険性又は有害性等の調査等の実施事項の決定支援

５ 工事現場の危険性又は有害性等の調査等に基づく工事安全衛生計画の作成支援

６ 店社安全衛生管理者等による安全衛生パトロールの実施等工事現場の安全衛生管理についての指導

７ 工事用機械設備の点検基準、安全衛生点検基準等の整備

８ 設計技術者、現場管理者等に対する安全衛生教育の企画、実施及び関係請負人の行う安全衛生教育に対する

指導、援助

９ 関係請負人、現場管理者等に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施

10 マネジメント指針に基づく店社の安全衛生計画の実施、評価及び改善

11 マネジメント指針に基づくシステム監査の実施及びシステムの見直し

12 下請協力会の活動に対する指導援助

13 災害統計の作成、災害調査の実施、同種災害防止対策の樹立等

14 各種安全衛生情報の提供 13



稚内労働基準監督署

旧規格の胴ベルト型安全帯の例 旧規格の場合は「安全帯」と記載

新規格の場合は「墜落制止用器具」と記載

「安全帯」という記載がある場合は、新規格不適合です。
「安全帯」の記載がある場合は、令和４年１月２日以降、墜落制止用器具としては
使用できません。低層作業のため胴ベルト型の安全帯を使用する場合でも、新規格
対応のものへ変更しましょう。（なお、フルハーネス型についても旧規格のものは
使用できないことにご注意ください。）

※本リーフレットでは、一般用語である「安全帯」を使用していますが、現行の法律上は「墜落制止用器具」となります。

新規格の胴ベルト型安全帯の例

墜落制止用器具（いわゆる安全帯）を使用している事業場の皆様へ

確 認
旧 規 格 の 安 全 帯 の 使 用 を 防 止 す る た め に

を 行 い ま し ょ う

6.75m以下は胴ベルトでも可

（ただし、新規格）

（注）
旧規格の胴ベルト型安全帯の販売は現在禁止され
ていますが、未だに店頭に残っている可能性もあ
ることから、胴ベルト型安全帯を新たに購入され
る際には「新規格に対応していること」を確認し
て購入してください。

安全帯が「墜落制止用器具」と名称変更になり、高さが6.75メートルを超える箇所では、
令和４年１月２日以降フルハーネス型の墜落制止用器具を使用することが原則となりました。
（建設業については、ガイドラインにおいて５メートルを超える場合はフルハーネス型の墜
落制止用器具を使用することとされています。）
令和４年１月２日以降も高さが6.75メートル以下の箇所では、「胴ベルト型安全帯」の

使用もできますが、墜落の際の衝撃を緩和するために安全帯の構造規格が改正されています。
過去に販売された胴ベルト型安全帯は、新規格に対応していないため、令和４年１月２日

以降は「墜落防止措置用」としては使用できません。そのため、現在お使いの安全帯、予備
としてロッカーなどに保管している安全帯が新規格に対応しているかについて、確認をお願
いいたします。
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 建設業編  

 

平成１８年４月の改正労働安全衛生法の施行により、建設業の事業者は危険性

又は有害性等の調査（リスクアセスメント）を実施し、その結果に基づいて検討

した災害防止対策を実施することにより、未然に労働災害を防ぐことが努力義務

事項とされました。 

●リスクアセスメントとは… 

  ●工事現場や作業場等における危険性又は有害性(ハザード)を特定し、 

  ●労働災害の重篤度(災害の程度)とその災害が発生する可能性(頻度)の 

   度合を組み合わせてリスクを見積り、 

  ●リスクを低減するための対策の優先度を決めた上でリスク低減措置等 

   を検討し、 

  ●優先度に対応したリスク低減措置等を実施し、 

  ●その結果を記録する 

 

   一連の手法をいいます。 

 

●リスクアセスメントの目的とは… 

 従来の労働災害防止対策は、同種、類似災害の再発防止対策を確立し、工事現場、作業場等に徹底していくア

プローチ型の手法でした。しかし、労働災害が発生していない工事現場、作業場等であっても、潜在的な危険性

や有害性は存在しており、これらの危険性を事前に摘み取ることを重点的に行うことが重要です。 

 このため、職場の全員が参加し、工事現場、作業場等にある危険の芽(リスク)とそれに対する実情を知ること

により、労働災害に至る危険性と有害性を事前にできるだけ除去し、労働災害が生じないような快適な職場の実

現を目的としています。 

 

 

●リスクアセスメントの必要性とは… 

１ 災害発生要因を事前に排除する方法であるため、職場のリスクが明確になります 

２ 安全対策の合理的な優先付けが可能となるため、費用対効果が向上します 

３ 安全配慮義務(危険予知の義務、結果回避の義務)の履行に不可欠な方法です 

４ 「説明責任」を全うする上で不可欠な方法です 

５ 作業者の直接的な判断を活用するので職場の安全レベルが向上します 

６ 管理監督者と作業者との危険に対する認識を共有できます。 

７ 残されたリスクに対して「守るべき決め事」の理由が明確になります 

８ 職場全員が参加することにより「危険」に対する感受性が高まります 
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●リスクアセスメントの導入までの流れは… 

１ 経営トップの「リスクアセスメントを導入する」方針の表明 

 

 

２ リスクアセスメント実施体制の整備 

（１）店社における実施体制等 

   統 括 管 理 者 ⇒ 総括安全衛生管理者、事業場トップ等事業の実施を統括管理する者 
   実 施 責 任 者 ⇒ 安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者等の安全衛生スタッフ 
   労働者の参画 ⇒ 安全衛生委員会等の場 
   専門知識習得者 ⇒ 機械、設備等のメンテナンス等の管理者等専門的な知識を習得している者 
（２）工事現場、作業場等における実施体制等 

   統 括 管 理 者 ⇒ 統括安全衛生責任者又は現場所長、現場代理人等工事現場、作業場等を 

              統括管理する者 
   実 施 責 任 者 ⇒ 職長、安全衛生責任者、作業主任者等の安全衛生スタッフ 
   労働者の参画 ⇒ ＫＹミーティング等の場 
   専門知識習得者 ⇒ 機械、設備等のメンテナンス等専門的な知識を習得している者 
 
 

３ 「リスクアセスメント導入（推進）計画」の策定 

 （１）導入までの期間の設定 
例：１年目は責任者・担当者の育成・教育 
  ２年目は試行現場、作業場等によるトライアル   
  ３年目を水平展開による完全導入。   

   ① 責任者・担当者の育成・教育 
     教育機関等の実施する研修会、事業場内での教育について、受講者、実施時期を整理しておく。 
   ② 試行工事現場、作業場等によるトライアル 
     トライアルの時期は、あらゆる問題点を洗い出す時期なので、実施体制、リスクの見積りの方法、リ

スクアセスメントシート等につき、問題点の十分な洗い出しを行う。 
   ③ 水平展開による完全導入 
     水平展開を行う際、試行現場、作業場以外の部署の斉一的実施を図るため、その実施期間を定め、実

施状況を統括管理者及び実施責任者が管理する。 
     実施期間は、リスクアセスメントの完全定着が第一であるので、無理な期間は設定しない。 
（２）リスク見積り及びそれに基づく優先度の設定方法の決定   
 
 
４ 導入後の留意事項 

  リスクアセスメントは、一回で終わるものではないので、次の時期には実施する必要があります。 
（１）店社における実施時期 

   ・ 各年度の安全衛生目標の設定、安全衛生計画の策定時又は変更時 
   ・ 設備を新規に採用し、又は変更するとき 
   ・ 新たな工法、新たな技術を新規に採用するとき 
   ・ 労働災害が発生した場合であって、過去のリスクアセスメントの内容に問題がある場合 
   ・ 法令の改正等により実施の必要が生じたとき 
（２）工事現場、作業場等における実施時期 

   ・ 工事計画、施工計画の策定時又は変更時 
   ・ 作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更するとき 
   ・ 労働災害が発生した場合であって、過去のリスクアセスメントの内容に問題がある場合 
   ・ 事業場内外における労働災害情報等から、当初予定していなかった危険性又は有害性が判明した場合 
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●リスクアセスメントの取り組み方法は… 

リスクアセスメントを実施する場合の実施ステップは、次のとおりとなります。 

                                

                               実施する工事、工種、作業内容等を 

                               決定しましよう 

                                

 

                               工事計画書、施工計画書、作業手順書、 

                               ＫＹミーティング記録、ヒヤリ・ハット 

                               事例、取扱説明書等の情報を入手し、 

                               整理しましょう 

 

                               作業手順書等、入手した情報をもとに、 

                               危険性又は有害性について、労働災害に 

                               至る流れを想定しながら、具体的に特定 

                               しましょう 

 

                               労働災害の重篤度（災害の程度）と 

                               労働災害が発生する可能性（頻度）の 

                               度合いを組み合わせて、リスクの大きさ 

                               を見積りましょう 

 

                               リスクの見積りの結果、優先度が高いと 

                               評価されたリスクから、リスクアセスメ 

                               ントの実施責任者が中心となって、リス 

                               クの除去、低減措置を検討します 

 

                                 

                               検討したリスクの除去・低減措置に 

                               ついて、確実に実施しましょう 

                          

 

                               リスクアセスメントの実施状況につい 

                               て記録を確実に保存するとともに、 

                               さらなる改善が必要かどうか、見直し 

                               を行いましょう 

 

●リスクアセスメントの見積りの方法は… 

「危険性又は有害性の特定」で特定された危険性又は有害性について、 

労働災害の重篤度（危険性又は有害性によって発生する、想定される最も 

大きな負傷又は疾病の重篤度）と労働災害が発生する可能性（労働者が危 

険性又は有害性に近づく頻度）等によってリスクを見積ります。 

リスクの見積りの方法には様々な手法がありますが、代表的な方法とし 

て次の３つの手法があります。 

 ①マトリクスを用いた方法 

 ②数値化による方法 

 ③枝分かれ図を用いた方法 

ステップ１ 

実施する工事、工種、作業内容等の決定

ステップ２ 

情 報 の 入 手 

ステップ３ 

危険性又は有害性の特定 

ステップ４ 

リ ス ク の 見 積 り 

ステップ５ 

リスクの除去・低減措置の検討 

ステップ６ 

リスクの除去・低減措置の実施 

ステップ７ 

実施状況の記録と見直し 

リスクアセスメ

ント推進検討会

17



高

低

●リスクアセスメントの低減措置の検討及び実施は… 

 リスクの見積りの結果、優先度が高いと評価されたリスクからリスクの除去、低減措置を検討します。 

 リスク低減措置は、法令で定められた事項がある場合にはそれを必ず実施するとともに、次に掲げる優先順位

で検討し、実施することが重要です。 

 

 法令で定められた事項の実施  

 

 ①危険な作業等の廃止、変更  

                            

 ②工学的対策  

 

 ③管理的対策  

 

 ④個人用保護具の使用  

 

 リスクアセスメントの危険有害要因について、次のような 

モデルが厚生労働省のホームページに掲載されていますので、 

参考としてください。 

 ●型枠大工工事業のための危険有害要因の特定標準モデル 

 ●鉄筋工事業のための危険有害要因の特定標準モデル 

 ●電気工事業のための危険有害要因の特定標準モデル 

 ●管工事業のための危険有害要因の特定標準モデル 

 

●リスクアセスメントの実施状況の記録と見直しは… 

 リスクアセスメントを行い、リスク低減措置を実施した後は、 

次の事項を記録し、確実に保存しましょう。 

 （１）洗い出した作業 

 （２）特定した危険性又は有害性 

 （３）見積もったリスク 

 （４）設定したリスク低減措置の優先度 

 （５）実施したリスク低減措置の内容 

 また、リスクアセスメントの手順、基準等の見直しを定期的 

に行いましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働安全衛生法等法令で定められた事項が 

ある場合は、必ず実施します 

より安全な施工方法への変更等設計や計画の

段階から、危険性又は有害性を低減します 

①の措置で除去し切れなかった危険性又は有害性に対し、ガード、

インターロック、安全装置の設置等工学的な対策を実施します 

①②の措置で除去し切れなかった危険性又は有害性に対し、作業標

準、マニュアルの整備、立入禁止措置等管理的な対策を実施します

①②③の措置で除去し切れなかった危険性又は有害

性に対し、呼吸用保護具等の使用を義務付けます 

リ
ス
ク
低
減
措
置
内
容
の

検

討

の

優

先

順

位

リスクアセスメント等の関連資料、教材等については、厚生労働省

のホームページに掲載されていますので、参考としてください。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/index.html 

 

リスクアセスメント等に関するお問い合わせ等は、 

島根労働局労働基準部安全衛生課、又は松江、出雲、浜田、益田の

各労働基準監督署へご照会ください。 
平成２２年３月作成

危険予知(ＫＹ)活動との違い 

  

 ＫＹ 活動もリスクアセスメントと同じく災

害防止対策のための予防的手段として事業場で

広く活用されています。 

 ＫＹ 活動は、その日その日、現場で作業を始

める前に「どんな危険が潜んでいるか」を作業

者がお互いに出し合い、話し合って共有化し、

危険のポイントと行動目標を定め、作業の要所

要所で指差呼称を行って安全を確認してから行

動する活動です。つまり、日々実践することに

より作業者のリスクに対する感受性を鍛え、リ

スクを回避することで労働災害を生じないよう

にする活動です。 

 一方、リスクアセスメントは、職場のリスク

を定量的に見積もり、対策の優先度を決め、リ

スク低減措置としてリスクそのもの（機械設備

や化学物質等）の除去や低減、適切なマニュア

ルの作成、保護具の使用などの措置を管理者や

経営層を含めて検討し、措置を実施することで

労働災害が生じないようにする取り組みです。

 リスクアセスメントとＫＹ活動を一体的に活

用すると、より一層有効なものとなります。 

18
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東京労働局労働基準部 

 

 

規程(例)は、東京労働局ホームページの[労働関係情報]→[安全衛生関係] →

[安全衛生リーフレット（東京労働局版）]に掲載しています。 

ホームページ http://www.roudoukyoku.go.jp/  
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１ リスクアセスメントを実施するための規程を作成しましょう 

 

 

２ 宣言文例 

 

 

３ リスクアセスメント等実施規程 

 

 

４ 表１ 負傷又は疾病の重篤度の区分表（被災の程度）     
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６ 表５ リスクアセスメント等実施一覧表 

 

 

７ 参考資料１（補助表 リスクの見積り（危険性又は有害性と発生の

おそれのある災害の書き出し） 

 

 

８ 参考資料２ 実施管理体制 

 

 

９ 参考資料３ リスクアセスメント等の手順 
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－   －  1

リスクアセスメントを実施するための規程を作成しましょう 

 

リスクアセスメントの手法で危険の芽を摘み取りましょう。 

 

職場には多種多様な作業や機械設備が導入されており、それらの実態

や特性にあった安全衛生対策を行っていく必要性が高まっています。職

場にある様々なリスク（危険の芽）を見つけ出し、事前にリスクの除去・

低減措置を行い、労働災害防止を図るための手法の一つに「リスクアセ

スメント」があります。 

 

本規程（例）は、このリスクアセスメントとその結果による低減対策

を実施するための体制、手順等を定めたものです。 

 

リスクアセスメントを実施するためには、安全衛生管理の一環として

経営トップが導入を決定する必要があります。 

こ のために別紙

のような明確な宣

言を行い全労働者

に周知しましょう。 

 

又、リスクアセスメントは、

労働安全衛生マネジメントシ

ステムの中核を成すものです。

リスクアセスメントを発展さ

せて労働安全衛生マネジメン

トシステムを導入するように

努めましょう。 

 

 

詳しいリスクアセスメントの実施方法は、東京労働局労働基準部編「リ

スクアセスメントをはじめよう」（ホームページに掲載）などを参考に

して下さい。 

 

宣言文には、次のことを盛り込むようにしましょう。

１ 労働災害防止を図る。 

２ 労働者の協力の下に安全衛生活動を行う。 

３ 労働安全衛生法及びこれに基づく命令、事業場

の安全衛生管理規程等を遵守する。 

（参考） 

安全・衛生委員会の審議事項に「リスクアセスメントの実施とその結

果に基づき講ずる措置」が含まれましたので安全・衛生委員会規程の

審議事項に加える必要があります。（労働安全衛生規則２１条、２２条）

（注）労働者数 50 人未満の事業場は安全会議等において検討をお願いします。

Plan(計画）
・リスクアセスメント
・安全衛生管理計画の策定

Act(改善)
安全衛生管理計画の改善

Do(実施)
計画に基づく措置の実施

Check(評価)
安全衛生管理計画の実施状況の評価

労働安全衛生マネジメントシステム
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－   －  2

 

○○株式会社 ○○事業所 

安全衛生方針 

 

安全衛生活動は、企業経営の基盤であり、我が社で働く人及

び地域社会の安全・健康に及ぼす影響を最小限となるよう企業

活動の安全衛生を管理し、自負できる職場を目指します。 

 

１ 安全衛生関係法令及び社内基準を遵守し、より一層の安全衛生管

理に努めます。 

 

２ 職場の危険有害要因の明確化と対策の優先度を定めるリスクアセ

スメントを実施し、“災害ゼロ”から“危険ゼロ“の安全で快適な職

場へ進化させます。 

 

３ 全社員のみならず、構内で働く関係者の協力の下にコミュニケー

ションを図り、全員参加の安全衛生活動を実行していきます。 

 

４ 従業員の教育及び社内広報活動を通じて、安全衛生意識の高揚に

努めます。 

 

５ 安全衛生活動の実行に当たっては、適切な経営資源を投入し、効

果的な改善を継続的に実施します。 

 

平成 年 月 日 

代表取締役  ○○○ ○○○ 

宣言文例
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－   －  3

 

 

リスクアセスメント等実施規程 

 

○○株式会社 ○○事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制   定 平成  年  月  日 

第１回改訂 平成  年  月  日 
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－   －  4

（目的） 

第１条  この規程は、職場の危険・有害性を把握しそのリスクを見積もり合理的

な基準のもとに優先順位を定めて的確なリスク低減対策を実施して、災害

と健康障害が生じない快適な職場環境を形成し、もって事業活動の円滑な

運営を行っていくことを目的とする。 

＊リスク：機械や薬品などが原因で発生するおそれのある負傷又は疾病の重篤度と発

生の可能性の度合をいいます。 

（労働者の責務） 

第２条  事業所に所属する全ての労働者は、リスクアセスメント等の実施に参画

し、災害や健康障害の発生のおそれのある状況を把握して指摘するととも

に、事業場が定める災害防止対策を遵守しなければならない。 

＊リスクアセスメント等：リスクアセスメントとその結果に基づき講ずる措置・実施

をいいます。 

（実施体制） 

第３条  事業所長は、リスクアセスメント等の実施を統括する者（以下、「実施統

括者」という。）とし、次の責任と権限を有する。 

一 リスクアセスメント等実施規程の改廃 

二 リスク低減措置の優先度の決定 

三 リスクアセスメント等の実施における労働者の参画 

四 その他、重要安全衛生問題に関する経営的判断と対策指示 

２  実施統括者は、リスクアセスメント等の実施を管理する者（以下、「実

施管理者」という。）を定め、その者にリスクアセスメント等の実施の進

行管理及びリスクアセスメント等実施一覧表(表５ )の保管管理を行わせ

る。 

３  リスクアセスメント等の実施は、次の者をもって行う。 

一 実施管理者 

二 安全管理者   労働者数 50 人未満の事業場では、安全衛生推進者等 

三 衛生管理者   の安全衛生担当者を当ててください。 

四 作業責任者 

五 関係労働者 

＊作業責任者：職長等で作業の内容を把握し熟知している者をいいます。 

４  前項の作業責任者及び関係労働者を、リスクアセスメントを実施する部

門ごとに実施管理者が関係部門と協議のうえ選定し、実施統括者が指名す

る。 

５  実施統括者は、リスクアセスメント等を実施するために必要と認めると

きは、外部の専門家等を参画させることができる。 

（情報連絡体制） 

６ 各部門長は、次条の各号に該当する場合は、その旨の報告を行うと共に部

門実施管理者を定め、実施管理者にその職氏名を通知しなければならない。 

＊各部門長：各事業所の組織に応じた部長、課長等をいいます。 

26



－   －  5

（実施時期） 

第４条  リスクアセスメント等は、次の各号のときに行う。 

一 建設物の新設、移転、変更又は解体のとき 

二 設備を新たに設置するとき、又は変更するとき 

三 原材料を新たに取り入れるとき、又は変更するとき 

四 作業方法又は作業手順を新たに取り入れるとき、又は変更するとき 

五 労働災害が発生したとき、又はその恐れがあったとき 

六 その他必要なとき 

＊その他必要なとき：前回実施した時期から機械設備の劣化等による変化、労

働者の入れ替え等があったときなどをいいます。 

（リスクアセスメント等の手順） 

第５条  実施管理者は、前条各号について連絡があった場合には、次の表の手順

によりリスクアセスメント等を実施管理する。ただし、明らかに軽微な負

傷しか発生しないと予測される対象について、実施統括者の了承のもとに、

リスクアセスメントの対象から除外することができる。 

手順 具体的方法 

１資料の入手 実施管理者は、リスクアセスメント等を適正に行うため

に必要な資料を収集する。 

２危険有害要因の特定（危

険性または有害性の特定）

資料等により危険有害要因を書き出し特定する。特定に

あたっては、単調作業の繰り返しや、深夜労働による集

中力の欠如等も考慮する。 

３災害の予測 特定された危険有害要因によって予測される災害を書き

出す。 

４リスクの見積りと優先順

位の設定（リスクの評価）

① 予測される災害が発生した場合の被災の程度（重篤

度）を「負傷又は疾病の重篤度の区分表」（表１）

により定める。 

② 災害の発生の可能性（頻度）を「負傷又は疾病の発

生の可能性の区分表」（表２）により定める。 

③ 上記の区分の組み合わせから「リスクの見積表」（表

３）によりリスクの大きさを定める。 

④ リスクの大きさから「優先度の決定表」（表４）に

より優先度を決定する。 

５リスク低減措置の検討と

実行 

① 法令に定められた事項は必ず実施する。 

② リスクの評価の結果を踏まえ、優先度の高いものか

ら順次、次の優先順位でリスク低減措置の内容を検討

し実施する。 

第１位 危険作業の除去や見直しなどにより仕事の

計画段階から行う除去又は低減の措置 

第２位 機械・設備の防護囲い・安全装置の設置、作

業台の使用などの物的対策 

第３位 教育訓練・作業管理等の管理的対策 

  第４位 安全帯、保護マスク、保護手袋などの個人用

保護具の使用 
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表１ 負傷又は疾病の重篤度の区分表（被災の程度） 

被災の程度 目安 

致命的・重大 × 

・死亡災害や身体の一部に永久的損傷を伴うもの（失明、指切断等） 

・休業災害（１ヶ月以上のもの） 

・一度に３人以上の被災者を伴うもの（多数） 

・公衆災害を伴うもの 

中  程  度 △ 
・休業災害（１ヶ月未満のもの） 

・一度に２人の被災者を伴うもの（複数） 

軽    度 ○ ・不休災害や「かすり傷」程度のもの 

 

 

 

 

表２ 負傷又は疾病の発生の可能性の区分表（発生の可能性） 

   危険性又は有害性への接近の頻度や時間、回避の可能性等を考慮して区分

します。 

発生の可能性 

（頻度） 
目安 

可能性が高い 

比較的高い 
× 

・毎日頻繁に危険性又は有害性に接近するもの 

・かなりの注意力でも災害につながり回避困難なもの 

可能性がある △ 

・故障、修理、調整等の非定常的な作業で危険性又は有害性に時々接近す

るもの 

・うっかりしていると災害になるもの 

可能性がほと

んどない 
○ 

・危険性又は有害性の付近に立ち入ったり、接近することが滅多にないも

の 

・通常の状態では災害にならないもの 
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表３ リスクの見積り表 

被災の程度（表１）と発生の可能性（表２）の組合せ（リスク）を見積も

る。 

負傷又は疾病の重篤度の区分 

致命的・重大 中程度 軽度 

   被災の程度

 

発生の可能性 × △ ○ 

可能性が高い 

比較的高い 
× Ⅲ Ⅲ Ⅱ 

可能性がある △ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 

負
傷
又
は
疾
病
の
発

生
の
可
能
性
の
区
分 可能性がほとんどない ○ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 

 

表４ 優先度の決定表 

リスク 優先度 

Ⅲ 
直ちに解決すべき又は重大なリス

クがある。（Ⅲ） 

措置を講じるまで作業を停止する必要がある。 

十分な経営資源（費用と労力）を投入する必要があ

る。 

Ⅱ 
速やかにリスク低減措置を講じる

必要性のあるリスクがある。（Ⅱ）

措置を講じるまで作業を行わないことが望ましい。

優先的に経営資源（費用と労力）を投入する必要が

ある。 

Ⅰ 
必要に応じてリスク低減措置を実

施すべきリスクがある。（Ⅰ） 

必要に応じてリスク低減措置を実施する。（特段の

事情がなければこのリスクに対する対策を取らな

い。） 

 

低減対策の優先度などは事業場の実情に応じて定めます。低減対策の優先度を５

段階にする場合のリスクの見積り表の１例は次のようになります。 

負傷又は疾病の重篤度の区分 

致命的・重大 中程度 軽度 

   被災の程度

 

発生の可能性 × △ ○ 

可能性が高い 

比較的高い 
× Ⅴ Ⅳ Ⅲ 

可能性がある △ Ⅳ Ⅲ Ⅱ 

負
傷
又
は
疾
病
の
発

生
の
可
能
性
の
区
分 可能性がほとんどない ○ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 
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表５ リスクアセスメント等実施一覧表  優先度及び低減対策の決定 対応措置の確認 

リスクアセスメント対象職場  事業所長 部長 課長 実施管理者 事業所長 部長 課長 実施管理者 

リスクアセスメント実施日 
年  月  日 

（～  年  月  日） 

 
     

 
 
 

  

 

リスクの見積り 措置後のリスクの
見積り 対応措置 

作業名 
機械名 
設備名 

危険有害要因 予測される災害 被
災
の
程
度 

発
生
の
可
能
性 

優
先
度 

リスク低減対策 被
災
の
程
度 

発
生
の
可
能
性 

優
先
度 

対
策
実
施
日 

次年度検討事項 

           

           

           

           

           

 

           

凡例：●災害の程度 ×＝致命的・重大 △＝中程度 ○＝軽度 ●発生の可能性  ×＝可能性が高い・比較的高い △＝可能性がある ○＝可能性がほとんどない 

   ●優先度 Ⅲ＝直ちに解決すべき又は重大なリスクがある。 Ⅱ＝速やかにリスク低減措置を講じる必要性のあるリスクがある。 Ⅰ＝必要に応じてリスク低減措置を実施すべきリスクがある。 
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参考資料１ 

補助表 リスクの見積り（危険性又は有害性と発生の恐れある災害の書出し） 

リスクの見積り 

作業名 
機械名 
設備名 

危険有害要因 予測される災害 被
災
の
程
度 

発
生
の
可
能
性 

優
先
度 

     

     

     

     

     

     

 

     

 

負傷又は疾病の重篤度の区分 

致命的・重大 中程度 軽度 

   被災の程度 

 

発生の可能性 × △ ○ 

可能性が高い 

比較的高い 
× Ⅲ Ⅲ Ⅱ 

可能性がある △ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 

負
傷
又
は
疾
病
の
発
生
の

可
能
性
の
区
分 

可能性がほとん

どない 
○ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 

 

リスク 優先度 

Ⅲ 直ちに解決すべき又は重大なリスクがある。（Ⅲ） 

Ⅱ 速やかにリスク低減措置を講じる必要性のあるリスクがある。（Ⅱ） 

Ⅰ 必要に応じてリスク低減措置を実施すべきリスクがある。（Ⅰ） 
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参考資料２ 

実施管理体制 

 

実施統括者 事業所長 ○○○○○○ 

リスクアセスメント等実施メンバー一覧 

 職  名  氏  名  内線番号 

実施管理者    

安全管理者    

衛生管理者    

作 業責任者 その都度複数指名 －  

作 業 者 その都度複数指名 －  

（労働者数 50 人未満の事業場では、安全・衛生管理者の替わりに、安全衛生推進者等の安全

衛生担当者を当ててください。  

部門実施管理者一覧 

部門名 職  名 氏  名  内線番号 

部門１    

部門２    

部門３    

部門４    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リスクアセスメント等実施メンバー 

実施統括者 

実施管理者 

安
全
管
理
者 

作
業
者
（
複
数
） 

衛
生
管
理
者 

作
業
責
任
者
（
複
数
） 

外
部
専
門
家 

部門１部門実施管理者

部門２部門実施管理者 

部門３部門実施管理者 

部門４部門実施管理者 

設備の新設・変更、
新規薬品の取扱、
作業方法の変更、
災害の発生等の時 

連絡

安全管理者又は衛生管理
者が実施管理者を兼ねる
ことも可能です。 
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 ＳＴＡＲＴ 

資料収集・人選 

危険有害要因の特定

連絡

資料提出 

災害の予測 

被災の程度の選択

発生の可能性の選択

リスクの見積り 

優先度の決定 

低減対策の検討 

低減対策の実施 

記録の作成・保管 

作業者へ周知 

残留リスク？ 

なし 

有 

補助表にメンバー全員がそれ
ぞれ書き出し、その結果を全
員で検討すると効率的です。 

選択優先順位  
１危険作業の除去  
２防護等の物的対策  
３教育、作業管理  
４保護具  

表３、４により決定  
Ⅲ＝最優先  
Ⅱ＝早急に対策  
Ⅰ＝当面不要  

表２により選択  
×＝可能性が高い・比較的高い 
△＝可能性がある 
○＝可能性がほとんどない 

表１により選択 
×＝致命的・重大 
△＝中程度 
○＝軽度 

リスクアセスメント等の手順 

安全衛生委員会で審議 低 減 対 策 の 検 討 を 終
了 し た 段 階 で 安 全 衛
生委員会に報告  

次回の検討時や、類
似の検討時に有効な
資料になります。 

部門実施管理者実施管理者  

（労働者数 50 人未満の事業場
は安全会議等で報告）  

参考資料３
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よくあるお問合せ

◇ 化学物質を製造・取扱う労働者への適切な保護具の使用
◇ ラベル・SDS・リスクアセスメント義務対象物質の大幅増加
◇ 労働者がばく露される程度を濃度基準値以下※1または最小限度※2にする義務
◇ 自律的な管理に向けた実施体制の確立

※1:濃度基準値設定物質が対象 ※2:※1以外のリスクアセスメント対象物が対象

ラベル・ＳＤＳ・リスクアセスメントをはじめ、政省令改正による「新たな
化学物質規制」に関する内容などのご質問にお答えします。

リスクアセスメント 関係

・化学物質のリスクアセスメントはどの
ように行えばいいですか

・「CREATE-SIMPLE」の使用方法

・リスクを低減するためにはどのような
措置を講ずるべきか知りたい

政省令改正 関係ラベル・SDS 関係

・ラベルやSDSが必要になるのはど
んな化学物質や化学品ですか

・ラベルやSDSの内容が分からない
のですが

・秘密保持の場合の対応について

労働安全衛生法の関係政省令改正の主な概要

開設期間 令和7年5月19日～令和8年3月18日まで
受付時間 月～金 10:00～17:00

( 12:00～13:00を除く ／ 土日祝日、国民の休日、年末年始を除く )

０５０－５５７７－４８６２
テクノヒルHPからお問合せフォームをご利用いただけます。 と検索ください。

* 相談は無料ですが、通話料がかかります。
* メールでのお問い合わせについては、内容に応じて電話でご回答になる場合がございますのでご了承ください。

テクノヒル　相談窓口 検索

・新たな化学物質規制にはどのよう
に対応すればいいですか

・特殊健康診断の実施頻度緩和
とは何ですか

・濃度基準値以下の確認方法は

中小規模事業場のみなさまへ

労働安全衛生法に基づく

化学物質管理の相談窓口

令和７年度厚生労働省「化学物質管理に係る相談を通じた周知事業」
【事務局】テクノヒル株式会社化学物質管理部門 https://technohill.co.jp/ 35



従業員の幸せのための安全アクション「SAFE」のロゴマークで、安全のシンボルマークである緑十字をモチーフとしたものです。

みんなの安全を、
みんなで守り合う。

コンソーシアム
TEAM GOOD SAFE

全てのステークホルダーが一丸となり、安全で健康に働くことのできる
職場環境の実現を目指す「従業員の幸せのためのSAFEコンソーシアム」
を設立しました。

SAFEコンソーシアムについて

SAFEコンソーシアムポータルサイト コチラ
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「従業員の幸せのためのSAFEコンソーシアム」として、全てのステーク
ホルダーが一丸となり、働く人と、全ての人の幸せのために、安全で健康に
働くことのできる職場環境の実現のため取り組んでいます。

労働災害防止に向けた機運の醸成や、企業・労働者のみならず、顧客やサービス利用者等のステーク
ホルダーの行動変容のためにご協力いただける全ての企業・団体等の皆様に、コンソーシアムへの参画を
呼びかけています。

SAFEコンソーシアム
X @safe_mhlw

https://safeconsortium.
mhlw.go.jp/

加盟はこちらから
https://safeconsortium.
mhlw.go.jp/sc/consortium

https://twitter.com/safe_mhlw

SAFEコンソーシアム
ポータルサイト

労働災害のない安全で安心して働ける職場の実現は、
いうまでもなく全ての人の願いです。しかし今、産業構造
の変化や働き方の多様化に伴って、転倒や腰痛などの
労働者個人の身体機能が大きく影響するリスクや、
顧客・発注者、調達先等との関係で改善が難しい
業務、柔軟な働き方が進んだ結果としての統一的な
教育研修機会の減少など、職場単独では対応が難
しい新たな課題が増えてきています。SAFEコン
ソーシアムは、このような課題の解決を進めるため、
「Safer Action For Employees（SAFE）」を
旗印に、社会全体として安全で安心して働ける職場
づくりのプライオリティを上げ、加盟者が互いの知恵
を共有しながら取組を進めていこうとするものです。

SAFEコンソーシアム加盟者、
その他の企業等が安全で安心
して働ける職場の実現に向けた
協議や周知啓発、交流を図り
ます。

コンソーシアム加盟企業の取組
を広く周知する現場視察等を
行います。

コンソーシアムの趣旨・目的

シンポジウムSAFEアワード 現場視察

労働災害防止に向けた取組を
実施している企業・団体に取組
内容を応募いただき、優れた
取組を表彰します。

加盟メリット
ロゴマークの掲示や「SAFEアワード」による
労働安全衛生への取組のPR

加盟メンバー間での取組事例の共有や適切な
サービスの利用による企業等内での労働安全衛生
水準の向上、労働災害損失の減少

加盟メンバー間の労働災害防止・健康増進事業や
サービスのマッチング

取組
加盟メンバーの地位向上（ロゴマークの利用、
コンソーシアムの活動の発信）

優良事例の表彰、コンソーシアム内外への発信
（SAFEアワード）

好取組事例や労働災害防止対策サービスの共有、
コンソーシアム事務局主催イベント等による
マッチングによる新たな取組の創出

安全で安心して働ける職場の実現に向けた協議・
周知啓発（シンポジウム）

1

2

3

4
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